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Ⅰ 予算の概要

◆ 令和６年度当初予算は、「人口減少克服に向けた施策の構築」、「やまぐち未来維
新プランの着実な推進」、「持続可能な財政基盤の確立」の３つを基本方針として、
予算編成に取り組んだところです。

◆ とりわけ、県政最大かつ喫緊の課題である人口減少の克服に向けて、深刻度が増す
少子化に歯止めをかける取組の強化を図るとともに、若者や女性の県外流出を食い止
め、将来にわたって活力を維持・創出し続けることができる地域づくりを進めます。

◆ 環境生活部では、こうした基本方針に基づき、『やまぐち未来維新プラン』に掲げ
る「次代につなげる持続可能な社会づくりの推進」、「誰もがいきいきと輝く地域社
会の実現」、「暮らしの安心・安全の確保」の３つのプロジェクトに係る施策を重点
的に推進し、「安心で希望と活力に満ちた山口県」の実現を目指します。

１ 基本的な考え方
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Ⅰ 予算の概要

２ 予算額等

区 分 R6当初 R5当初 増減額 増減率

環 境 生 活 部 計 3,394,932 3,622,090 △227,158 93.7%

総 務 費 450,068 439,183 10,885 102.5%

民 生 費 339,201 316,186 23,015 107.3%

衛 生 費 2,605,663 2,866,721 △261,058 90.9%

（１）予算額
（単位：千円）
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Ⅰ 予算の概要

区 分 R６当初 R５当初 増減額 増減率

県民生活課（人権対策室） 583,762 578,257 5,505 101.0%

男 女 共 同 参 画 課 205,507 177,112 28,395 116.0%

環 境 政 策 課 911,568 1,004,654 △93,086 90.7%

生 活 衛 生 課 777,495 996,628 △219,133 78.0%

廃棄物・リサイクル対策課 593,576 600,137 △6,561 98.9%

自 然 保 護 課 323,024 265,302 57,722 121.8%

環 境 生 活 部 計 3,394,932 3,622,090 △227,158 93.7%

給 与 関 係 経 費 961,829 941,857 19,972 102.1%

一 般 行 政 経 費 972,886 1,118,913 △146,027 86.9%

施 策 的 経 費 1,396,460 1,490,471 △94,011 93.7%

県 営 建 築 事 業 費 63,757 70,849 △7,092 90.0%

（２）内訳（所属別・経費区分別）
（単位：千円）

２ 予算額等
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Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

〇暮らしに密着した地域脱炭素化の推進

◆「2050ゼロカーボン・チャレンジ」の展開により県民や
事業者の行動変容を促進

◆ＺＥＨの普及啓発や、県産省・創・蓄エネ関連設備の住
宅・事業者等への導入を支援

○ 2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業【７頁】

○ 省・創・蓄エネの導入促進事業【９頁】

〇エネルギーの地産地消の推進

◆県有施設を太陽光発電等の再生可能エネルギー電力と電気
自動車等を組み合わせたゼロカーボン・ドライブの普及啓
発拠点として整備

◆ＡＩ・ＩoＴも活用した分散型エネルギーシステムを構築

○ ゼロカーボン・ドライブ普及啓発拠点整備事業【11頁】

４



◆県民や事業者・団体等と連携したキャンペーンやイベント
等の開催を通じて、エシカル消費をはじめとする「消費の
ＳＤＧs」の普及啓発を推進

○ やまぐち消費SDGs県民連携推進事業【12頁】

〇循環型社会づくりの推進

◆循環型社会の形成に向けて、プラスチックごみや食品ロス
の削減などの３Ｒ県民運動を展開

◆ワンウェイプラスチックの削減や海洋ごみ対策、資源循環
型産業の育成の取組を推進

◆産業廃棄物の適正処理を推進

○ ぶちエコやまぐち３Ｒ推進事業 【13頁】

やまぐち海洋ごみアクションプラン推進事業【14頁】

○ 資源循環型社会形成推進事業【15頁】

○ 産業廃棄物適正処理推進事業【16頁】

Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

拡

〇持続可能な社会を目指した消費生活の推進

《エシカくん》
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〇さまざまな生物との共生

◆農林業被害や生活環境被害の防止に向けたシカ等の捕獲強
化や、ツキノワグマとの共生などの対策を推進

◆民間など多様な主体と協働した生物多様性の保全を推進
◆所有者明示の推進や円滑な譲渡に向けた取組により、飼主

による適正飼養を啓発
◆野犬による被害の軽減に向けた新しいアプローチからの対

策を推進

〇自然の景観や多面的機能の保全・活用

◆優れた景観や豊かな生態系を有する自然公園等の保全と利
用を促進

◆ニホンアワサンゴ等の自然資源を活用したエコツーリズム
を推進

○ 自然公園等施設整備事業【21頁】

○ 秋吉台国定公園管理事業【21頁】野生鳥獣管理対策強化事業 【17頁】

生物多様性地域連携促進事業 【18頁】

○ 動物愛護管理推進事業 【19頁】

Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

新

拡

デジタル活用による野犬対策強化事業【20頁】新

≪ネイチャーポジティブ（自然再興）
イメージキャラクター

「だいだらポジー」≫Ⓒ環境省

６
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○暮らしに密着した地域脱炭素化の推進

2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業１／２【環境政策課】 31,772千円

県の目指す2050年の将来像（「2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロ」

の社会）の実現に向け、県民一人ひとりが気候変動の現状や既に顕在化している

影響を認識し、県民や事業者自らによる脱炭素型ライフ・ビジネススタイルや事

業活動での地球温暖化対策の取組（ゼロカーボン・チャレンジ）を推進

趣 旨

事業内容 （単位：千円）

項 目 内 容 事業費

2050ゼロカーボン・
チャレンジキャンペーン

○ 脱炭素に触れる謎解き体験型イベントの実施

○ ぶちエコやまぐちアンバサダーと連携した情報発信

10,353

デジタルを活用した行
動変容の促進

○ 「ぶちエコアプリ」を活用し、エコ行動を実践する
ための機会やインセンティブを継続的に提供

7,919

ナッジ効果を活用した
適応策の推進

○ 気候変動の影響に関する情報収集・分析及び発信の強化

○ 適応策に関する情報収集・分析及び発信の強化

4,209

山口県地球温暖化防止活動推
進センターと連携した取組

○ 家庭向け温暖化防止診断及びぶちエコサポーター登
録制度等の実施

6,343

次世代を担う人材の
育成

○ 山口大学グリーン社会推進研究会と連携した環境学
習の実施

○ 次世代リーダーの育成を目的としたワークショップ
（相互交流）への参加

2,316

会議・表彰 ○ 環境やまぐち推進会議の運営

○ 地球温暖化対策優良事業所の表彰

632

事業イメージ

７
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県内事業者や大学等研究機関等の先進的な適応策事例や初心者向けの具体的な事例
と効果をまとめた事例集の作成・情報発信

○対 象：県民・事業者
○目 的：適応策の認知度向上・取組促進

適応策の取組紹介事例集の作成・周知

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○暮らしに密着した地域脱炭素化の推進

2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業２／２【環境政策課】 31,772千円

四季を通じた調査イベント（県民参加型情報収集）

季節の影響を受ける生物種を対象とした定点調査の実施、調査手法等をまとめた県
民向けガイドブックの作成

○対 象：県民
○場 所：県内１か所
○期 間：年４回程度（四季ごと）

山口大学グリーン社会推進研究会と連携した環境学習

気候変動問題等の課題について学び、他者と意見交換等する環境学習（ディベート
イベント）の実施

○対 象：県内の小・中学生等
○回 数：２回程度
○目 的：若年層の行動変容のベースとなる気候変動等への

理解の深化・定着化

若年層による情報発信

県内の高校生・大学生等（ぶちエコサポーター）による、脱炭素に繋がる取組等に
関する啓発動画の企画・制作・投稿

○対 象：県民
○目 的：対象者の意識向上・行動変容の促進

脱炭素に触れる体験型イベント

脱炭素に興味・関心がない人でも楽しみながら気軽に参加できる謎解きなどを行う
体験型イベントの実施

○対 象：県民
○場 所：県内２か所程度
○期 間：各1ヶ月程度

８



省・創・蓄エネの導入促進事業１／２ 【環境政策課】 326,069千円

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○暮らしに密着した地域脱炭素化の推進 ○エネルギーの地産地消の推進

山口県地球温暖化対策実行計画（第２次計画 改定版）で設定したCO2排
出量の削減目標の達成に向けて、民生部門（家庭部門、業務その他部門）
を中心に、省エネ化や地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入を
進めるとともに、本県のエネルギー産業の振興に資する省・創・蓄エネ設
備を普及

趣 旨

項 目 内 容 事業費

家庭部門に対する
取組

○ＺＥＨ（ゼッチ）の啓発・導入支援
27,008

業務その他部門に
対する取組

○脱炭素セミナー

○専門家による省エネ診断

○やまぐち再エネ電力利用事業所認定制度

○中小企業者等向け省・創・蓄エネ設備設置補助金

132,784

両部門に対する取
組

○山口県産省・創・蓄エネ関連設備等登録制度

○太陽光発電設備等の共同購入支援

事業所向けプランの創設

○地球にやさしい環境づくり融資[融資枠:２億円]

166,277

事業内容
（単位：千円）

○総合住宅展示場でのイベントや宿泊体験によるＺＥＨの普及啓発

○ＺＥＨ基準を満たした新築住宅の購入者に対する補助
【対象者】 県内に住所を有する（予定を含む）個人
【補助額】 200千円／件 【補助件数】105件
【主な補助要件】

・県産省・創・蓄エネ設備を１製品以上導入
・引渡前の内覧会の実施
・申請時と引渡１年後のアンケートへの協力

○省エネや再生可能エネルギー利用への意識向上及び取組促進のためのセミナー
・年２回開催

○省エネの専門家を派遣して診断
・設備の運用改善方法や省エネ設備への更新による経済的効果などをアドバイス
・再生可能エネルギー利用に対する取組を提案

事業イメージ

ＺＥＨ（ゼッチ）の啓発・導入支援

新

家庭部門

専門家による省エネ診断 業務その他部門

脱炭素セミナー 業務その他部門

９



○県内企業が製造・加工するなどした省・創・蓄エネ設備を登録
・家庭向け設備 ・事業者向け設備

○購入希望者を募り、一括調達によるスケールメリットを生かして通常より安く設置
・家庭向けプラン 事業所向けプラン

①太陽光発電設備（10kW未満） ①太陽光発電設備
②太陽光発電設備（10kW未満）＋蓄電池 （10～2,000kW）
③蓄電池

○省・創・蓄エネ関連設備や次世代自動車等の整備時の低金利融資（一部利子補給）

※省エネ診断の受診が要件、最大10年0.5％の利子補給あり

主な対象施設 融資対象 限度額 融資利率

省・創・蓄エネ関連設備※ 中小企業等 50,000千円 1.5％

次世代自動車（電気自動車等） 個人、中小企業等 5,000千円 1.5％

○県内の再生可能エネルギーの電力利用に積極的に取り組む事業所を認定

○省・創・蓄エネ設備の設置に対する補助（県産設備に対しては上乗せ補助）
【対象者】中小企業者、中小企業団体、医療法人、社会福祉法人、学校法人等
【補助対象設備及び補助率・補助限度額等】

省・創・蓄エネの導入促進事業２／２ 【環境政策課】 326,069千円

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○暮らしに密着した地域脱炭素化の推進 ○エネルギーの地産地消の推進

中小企業者等向け省・創・蓄エネ設備設置補助金 業務その他部門

太陽光発電設備等の共同購入支援 業務その他部門

山口県産省・創・蓄エネ関連設備等登録制度 業務その他部門

地球にやさしい環境づくり融資 業務その他部門

家庭部門

家庭部門

家庭部門

やまぐち再エネ電力利用事業所認定制度 業務その他部門

補助対象設備（対象規模） 補助率･単価､補助限度額等[上乗せ単価]

①自家消費型太陽光発電（10～50kW） 50千円/kW [20千円/kW]

①

の

付

帯

蓄電池（～61kWh） 単価（円/kWh）の1/3 [12千円/kWh]

車載型蓄電池 蓄電容量×1/2×40千円/kWh

充放電・充電設備、外部給電器 1/2 ※外部給電器は1/3

その他基盤インフラ設備 2/3

②熱利用設備（地中熱 ～220ｍ２）等 2/3 [地中熱4千円/m２] 補助限度額
10,000千円③高効率空調機器、高効率給湯機器等 1/2

新
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ゼロカーボン・ドライブ普及啓発拠点整備事業【環境政策課】 48,091千円

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○エネルギーの地産地消の推進

山口県地球温暖化対策実行計画（第２次計画 改定版）で設定した再生可
能エネルギーの導入目標の達成に向けて、県有施設を太陽光発電等の再生
可能エネルギー電力と電気自動車等を組み合わせたゼロカーボン・ドライ
ブの普及啓発拠点として整備するとともに、ＡＩ・ＩｏＴも活用した分散
型エネルギーシステム（地域脱炭素社会）を実現

趣 旨

項 目 内 容 事業費

県有施設のゼロ
カーボン・ドラ
イブ施設化

○県有施設に太陽光発電設備、電気自動車等を導入し、
ゼロカーボン・ドライブの普及啓発拠点として整備

〇R６整備予定（４か所）
柳井・下関総合庁舎、動物愛護センター、長門農林水
産事務所

48,091

事業内容
（単位：千円）

事業イメージ

県有施設のゼロカーボン・ドライブ施設化

１１太陽光発電設備 電気自動車 充放電設備



やまぐち消費ＳＤＧs県民連携推進事業【県民生活課】 5,000千円

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○持続可能な社会を目指した消費生活の推進

消費者に対して、ＳＤＧｓに沿ったライフスタイルの見直しを促すため、
県民や事業者・団体等と連携したキャンペーンやイベント等の開催を通じ
て、エシカル消費をはじめとする「消費のＳＤＧｓ」の普及啓発を推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

ＳＤＧｓの効果的な
実践を促す取組の展開

〇「消費のＳＤＧｓ」啓発キャンペーン

県民が「消費のＳＤＧｓ」として実践して
いる取組を投稿するフォトコンテストの開催

・地域におけるＳＤＧｓ啓発講座の開催

〇山口きらら博記念公園を発信拠点とした「消費
のＳＤＧｓ」体験型イベント

ＳＤＧｓに詳しい著名人を招いた講演・
トークセッション

・ 身の回りから始められる「消費のＳＤＧｓ」
体験プログラムの開催

・ワークショップや県内での取組事例紹介

5,000

事業内容

（単位：千円）

ＳＤＧｓの効果的な実践を促す取組の展開

事業イメージ

消費行動全般に係るＳＤＧｓの取組を
指し、日常の中で、身近なところからラ
イフスタイルの見直しを進めていくこと。

とは…

取組事業者の情報
共有・発信

普及啓発等の協力

情報発信イベント・
キャンペーン

ＳＤＧｓ活動の広報
イベント等連携

• 「やまぐちエシカル推進パート
ナー」登録事業者の情報共有

• 「消費のSDGｓ」に関する普及
啓発、情報発信

行 政

• 実体験を通したライフスタイル
見直しのきっかけづくり

• 自らのSDGｓ体験の情報発
信・情報交換

消費者

• 自ら取り組んでいるSDGｓの
活動を情報発信

• イベントでの取組紹介等
事業者

県

連
携
体
制
の
強
化
・

普
及
啓
発
の
推
進新

新
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○循環型社会づくりの推進

ぶちエコやまぐち３Ｒ推進事業【廃棄物・リサイクル対策課】 6,517千円

循環型社会の形成に向けて、プラスチックごみや食品ロスの削減などの廃
棄物の３Ｒについて、多様な主体の取組を活性化し、県民総参加でのごみ
の減量化や循環利用を推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

ワンウェイプラス
チック等削減推進
事業

○「クリーニング店から発生するワンウェイプラスチッ
ク削減」の推進

・関係団体との連携の下、クリーニング店で使用され
るプラスチック製衣類用カバーの削減(「リデュー
ス」)を図り、ワンウェイプラスチックの３Ｒを推進

5,111

３Ｒ普及啓発事業 ○「３Ｒ普及啓発」の推進

・家庭からの食品ロスやプラスチックごみの削減に向
けた普及啓発による県民運動の更なる活性化

・発信力を持つ主体と連携し、小中学校への出前講座
の開催や啓発メッセージの発信等により、県民の実
践活動を促進

1,406

事業内容
（単位：千円）

ワンウェイプラスチック等削減推進事業、３Ｒ普及啓発事業

事業イメージ

循 環 型 社 会 づ く り の 推 進

廃

棄

物

の

３

Ｒ

推

進

３Ｒ普及啓発活動の実施

３Ｒ普及啓発

「リデュース」

｢プラスチック製｣衣類用カバー 「クリーニングマイバッグ」

ワンウェイプラスチック等削減推進

クリーニングで使用される、ワンウェイプラスチックの削減を推進

学校への出前講座 啓発メッセージ発信

３R実践活動を促進
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○循環型社会づくりの推進

やまぐち海洋ごみアクションプラン推進事業【廃棄物・リサイクル対策課】 74,657千円

「山口県海岸漂着物等対策推進地域計画(やまぐち海洋ごみアクションプラ
ン)」に基づき、漂着ごみや海底ごみの回収・処理体制の確立など、多様な
主体が協働した海洋ごみ対策を推進するとともに、瀬戸内海の海洋プラス
チック削減に向け、本県を含む14府県（瀬戸内海プラごみ対策ネットワー
ク）が連携し、河川ごみの実態把握及び発生源対策を検討・展開

趣 旨

項 目 内 容 事業費

漂着ごみの回収・処理 ○市町が実施する漂着ごみ等の回収・処理対策等
への支援

56,271

海底ごみの回収・処理 ○漁業者と連携した市町による海底ごみの回収・
処理体制の確立に向けた支援

7,151

日韓一斉清掃等 ○住民ボランティアによる清掃活動等の支援
（日韓一斉清掃等）

2,756

河川ごみ実態調査
○河川から瀬戸内海域へのプラスチックごみ等の

流出実態の把握
5,617

海岸漂着物実態調査 ○海洋プラスチックごみ等の海岸漂着物の実態把握 2,383

推進体制の運営 ○地域の実情に応じた海洋ごみ対策を推進する
実践組織の運営

479

事業内容
（単位：千円）

やまぐち海洋ごみアクションプラン推進事業

新

《海岸漂着物等の回収・処理》

《河川ごみの流出実態把握》
（瀬戸内海プラごみ対策ネットワーク）

《日韓海峡海岸漂着ごみ一斉清掃》

事業イメージ

拡
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○循環型社会づくりの推進

資源循環型社会形成推進事業【廃棄物・リサイクル対策課】 142,750千円

環境負荷の少ない循環型社会の形成を図るため、廃棄物の３Ｒ（発生・排
出抑制、再使用、再生利用）等の技術開発から普及拡大まで、切れ目ない
支援による資源循環型産業の育成を推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

廃棄物３Ｒ事業
化支援事業

○産学公連携による廃プラスチック類や食品廃棄物等の
リサイクルの事業化に向けた検討

10,000

廃棄物３Ｒ等推
進事業

○産業廃棄物３Ｒや未利用エネルギー利活用等に寄与す
る施設整備への補助
・補助限度額 ３Ｒ施設30,000千円（補助率1/3以内）

AI等設備20,000千円（補助率1/3以内）

112,000

地域循環圏活性
化事業

○廃棄物等を地域内で有効活用する地域循環圏の形成に
必要なＦＳ（事業可能性）調査への補助
・補助限度額 3,750千円（補助率1/2以内）

4,250

資源循環事例等
認定普及事業

○リサイクル製品の認定・普及
・県内の循環資源を利用し、製造される製品を認定
○エコ・ファクトリーの認定・普及
・産業廃棄物排出抑制等の成果のある事業所を認定

1,100

循環型社会形成
推進基本計画改
定事業

○山口県循環型社会形成推進基本計画（第４次計画）の
2025年度の改定に向けた産業廃棄物の実態調査等

15,400

事業内容
（単位：千円）

資源循環型社会形成推進事業

事業イメージ

事業者
の取組

技術開発
事業化検討

施設整備
製品化
普及拡大

廃棄物3R
事業化支援事業

廃棄物3R
推進事業
（補助金）

資源循環事例等
認定普及事業

リサイクル製品認定
エコ・ファクトリー認定

～地域循環圏の構築や資源循環型産業の育成の支援～

大学等

地域循環圏活性化事業（補助金）
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○循環型社会づくりの推進

産業廃棄物適正処理推進事業【廃棄物・リサイクル対策課】 83,193千円

産業廃棄物の適正処理を推進するため、不法投棄等に対する全県的な監視
体制や迅速な情報収集体制の確保、優良事業者の育成・支援等、総合的な
対策を実施

趣 旨

項 目 内 容 事業費

不法投棄等監視対策事
業

○監視パトロール班（県内４班）と市町職員併任
制度による不法投棄等の監視

○スカイパトロールの実施

36,467

夜間不法投棄パトロー
ル事業

○夜間、休日等の監視パトロールの実施
（警備会社に業務委託）

23,057

不法投棄ホットライン
事業

○情報収集のためのフリーダイヤルの設置

○県民、市町、警察等で構成する「不法投棄等連
絡協議会」の開催

2,639

ＰＣＢ廃棄物適正処理
対策事業

○電気機器等に含まれるＰＣＢの分析費用補助
○低濃度ＰＣＢ廃棄物の期限内処理に向けた周知

6,820

優良事業者育成支援事
業

○排出事業者及び産廃処理業者を対象としたレベ
ルアップセミナー等の開催

○優良産廃処理業者の育成・支援（キャリア形成
促進・女性就業環境整備等）に係る費用の補助

14,210

事業内容
（単位：千円）

産業廃棄物適正処理推進事業

事業イメージ

●廃棄物の不法投棄等に関する相談
不法投棄ホットライン ０１２０－５３８－７１０

（ごみは ないわ）
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○さまざまな生物との共生

野生鳥獣保護管理対策関連事業【自然保護課】 68,843千円

野生鳥獣による生活環境、農林水産業及び生態系への深刻な被害状況を踏
まえ、増加傾向にあるニホンジカなどの鳥獣管理、捕獲の担い手確保・育
成を行うとともに、ツキノワグマによる人身被害防止と個体群維持を両立

趣 旨

事業内容

（単位：千円）

事業イメージ

項 目 内 容 事業費

野生鳥獣
管理対策
強化事業

○ ニホンジカの適正管理に向け、認定鳥獣捕獲等事業者への委
託により、県西部地域での捕獲を実施
・指定管理鳥獣捕獲等事業(目標頭数：2,600頭)【奥山】

広域捕獲活動支援事業 (目標頭数：2,400頭)【農地周辺】

○ 狩猟によるニホンジカの捕獲を促進
・ニホンジカ捕獲強化支援事業（目標頭数：５00頭）

○ 狩猟免許の取得支援
○ ニホンザル及びカワウのモニタリング調査を実施
○ 認定鳥獣捕獲等事業者の捕獲従事者研修
○ 鳥獣捕獲の担い手確保･育成事業
○ わなによる捕獲・処理技術の向上研修

65,740

ツキノワ
グマ保護
管理対策
事業

○ クマレンジャー隊の設置による周辺住民の安全確保及び捕
獲体制の整備、放獣体制の整備

○ クマの餌資源調査等の実施
○ 第５期特定鳥獣（ツキノワグマ）管理計画の進行管理

3,103
野生鳥獣の適正な保護管理の推進

・クマレンジャー隊の設置
・島根県、広島県と連携した保護管理の推進

ツキノワグマの管理

・県西部地域におけるニホンジカ捕獲の強化

ニホンジカの捕獲

<シカ捕獲関連事業の推移> 単位：頭

区分 R４ R５ R６

指定管理鳥獣捕獲等事業 3,200 3,200 2,600

[新]広域捕獲活動支援事業 - - 2,400

ニホンジカ捕獲強化支援事業 - 500 500

計 3,200 3,700 5,500

・狩猟免許の取得支援
・各種研修会の実施

捕獲の担い手の確保・育成

・ニホンジカの個体数調査
・ニホンザルの出没状況調査
・カワウのねぐら調査
・ツキノワグマの餌資源調査

各種鳥獣の調査

新

拡
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・多様な主体と協働した保全体制
の確立を目指したモデル事業を
実施

・支援員、企業、団体への保全活
動に参加する人材を確保

・モニタリングの実施と専門家に
よる助言

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○さまざまな生物との共生

生物多様性地域連携促進事業【自然保護課】 6,633千円

2030年までに陸と海の30％以上を保全する30by30などの新たな世界目
標に寄与するため、民間の取組等により生物多様性の保全が図られている
区域について、国の認定制度（「自然共生サイト」）への登録を促進し、
企業や団体、専門家等の多様な主体が協働・連携して生物多様性を保全す
る体制を構築

趣 旨

項 目 内 容 事業費

民間の取組促進事業 〇自然共生サイトの登録促進に向け、企業や団体、
県民、専門家等と協働した保全をモデル事業とし
て実施

2,956

地域連携保全活動支
援センター事業

〇企業等向けセミナーの開催

〇保全等に積極的に取り組む企業・団体の登録
（生物多様性応援宣言企業・団体）

〇自然共生サイト登録や保全に参加した企業の認証
（生物多様性パートナー企業）

〇人的・経済的支援が必要な団体と企業等のマッチング

〇希少野生動植物種保護支援員の登録・育成及び自
然共生サイト認定（候補）地での保全活動の実施

〇自然共生サイト認定（候補）地への専門家の派遣

3,400

指定希少野生動植物
種保護対策検討事業

〇県希少野生動植物種保護条例による指定種の検討
〇条例指定種や指定候補種の環境調査

277

（単位：千円）

民間の取組促進事業
（自然共生サイトの登録促進）

事業内容

事業イメージ

・企業等向けセミナーの開催
・生物多様性応援宣言企業・団体の

登録、生物多様性パートナー企業
の認証

・支援が必要な団体と企業等のマッ
チング

・支援員の登録、養成、保全の実施
・専門家の派遣

地域連携保全活動支援センター

・条例による指定種の検討
・条例指定種や指定候補種の環境調査

指定希少野生動植物種
保護対策検討事業

多様な主体と協働した
生物多様性の保全体制の構築

新

《生物多様性のための30by30アライアンス
ロゴマークⒸ環境省》
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○さまざまな生物との共生

動物愛護管理推進事業【生活衛生課】 1,431千円

「山口県動物愛護管理推進計画」に基づき、所有者明示の推進や円滑な譲
渡に向けた取組により、飼主による適正飼養を啓発し、県民が安心して暮
らし続けることのできる基盤づくりを推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

動物の適正飼養 〇 所有者明示の推進
・犬猫への積極的な装着・情報登録によるマイ

クロチップの普及啓発
〇 円滑な譲渡の促進

・犬猫への駆虫処置、ワクチン接種の実施

829

周辺の生活環境の保全 ○周辺の生活環境の保全の推進
・e-ラーニング方式の講習を通じ、周辺生活環
境保全の取組を促進

○地域の猫との付き合い方啓発
・地域猫活動の取組等について、啓発を実施

291

県民と動物の安全確保 ○災害時における対策の推進
・災害発生に備えた、関係機関等と連携した

ペットとの同行避難訓練を実施

10

動物愛護管理の普及啓
発と多様な主体との相
互理解の醸成

○学識経験者、行政機関、獣医師会、動物愛護団
体等の多様な関係主体が参画する協議会の開催

301

事業内容
（単位：千円）

動物愛護管理推進事業

《ペット同行避難訓練》

事業イメージ

《円滑な譲渡の促進》マイクロチップ

ワクチン

×
駆虫薬

１９



新

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○さまざまな生物との共生

デジタル活用による野犬対策強化事業【生活衛生課】 11,816千円

野犬による被害や苦情が多い本県の課題を解決するため、住民や技術者等
のアイデアとデジタル技術を取り入れた野犬対策を実施し、安心・安全な
まちづくりを推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

野犬捕獲の強化・推進 ○捕獲効率の向上を図るため、住民や技術者、学
生等を交えたアイデア出しを実施

○捕獲檻と遠隔捕獲システムを改良し、県内に展
開・運用

・遠隔操作による複数頭同時捕獲や餌での誘引
等の仕組を実装

・周南・防府・宇部・長門の各保健所に計８
セットを導入

9,766

野犬対策に有効な手
法・技術の創出

○住民や技術者等を交え、野犬の生息状況の把握
や、むやみな餌やり防止等に効果的な手法・技
術を検討

・センサーやカメラ等を活用した試作品の開発

2,050

事業内容

（単位：千円）

デジタル活用による野犬対策強化事業

《野犬捕獲の強化・推進》

事業イメージ

《野犬対策に有効な手法・技術の創出》

２０



次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○自然の景観や多面的機能の保全・活用

自然公園関連事業【自然保護課】 12,640千円

優れた景観や豊かな生態系を有する自然公園等の保全と利用を促進するた
め、自然環境や景観維持に配慮した施設整備や公園管理等を推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

自然公園等施設
整 備 事 業

〇エコツーリズム拠点整備支援事業
・国の交付金（国庫：50％）を活用し、市町が実施す

るエコツーリズムの支援として関連施設を整備
・瀬戸内海国立公園（周防大島町 白木山山頂園地）

2,800

〇国定公園等施設整備事業
・国の交付金（国庫：45％）を活用した計画的な自然

公園施設の改修等
・北長門海岸国定公園（長門市 龍宮の潮吹園地）

8,400

秋吉台国定公園
管 理 事 業

○自然景観を維持するため「山焼き」の運営費等を一部負担
1,440

（単位：千円）

自然公園等施設整備事業、秋吉台国定公園管理事業

事業内容

事業イメージ

自然公園等施設整備 自然景観維持への支援

自然公園等の保護と利用を推進

エコツーリズム支援 秋吉台山焼き風景 ２１



Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト
◆県民活動の活発化による地域の絆づくりの推進

〇県民活動への理解と参加の促進 ○県民活動団体の基盤強化に向けた人づくり・環境づくり
○県民活動団体と多様な主体との協働の推進

◆高校・大学等と連携したボランティア体験会や山口きらら博記念公園でのイベントの開催などにより、県民活動への理解と参加
を促進

◆プロボノの活用による県民活動団体の基盤強化や、多様な主体との協働を推進する体制整備により、地域の絆づくりにつながる
県民活動の活発化を推進

○ きららでキラリ！県民活動促進事業 【28頁】

○ 未来へつなぐ！若者の県民活動促進事業 【25頁】

拡 プロボノによる県民活動団体の基盤強化事業 【26頁】

○ 協働ネットワーク強化による県民活動促進事業【27頁】

《山口きらら博記念公園でのイベント》《高校生によるボランティア体験》
２２



Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト
◆女性が輝く地域社会の実現

〇産学公連携による女性の活躍促進 ○困難な問題を抱える女性への支援

◆産学公の代表者で構成する「やまぐち女性活躍応援団」を通じた女性活躍の取組の普及・拡大や、女性管理職の登用を促進

◆困難な問題を抱える女性の自立に向けて、多様な支援を包括的に提供する体制の整備や、民間団体と連携した最適な支援を実施

○ 女性の活躍応援事業 【29頁】

女性自立サポート事業【31頁】新

《やまぐち女性活躍応援団地域シンポジウム》 ２３
《やまぐち男女共同参画推進事業者

シンボルマーク》



Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト
◆人権等に関する取組の推進

〇人権に関する取組の推進

◆ 「人権ふれあいフェスティバル」の開催や各種メディア
を活用した広報啓発、人権研修の実施などにより、「山口
県人権推進指針」に掲げる「県民一人ひとりの人権が尊重
された心豊かな地域社会」を実現

○ 人権啓発推進関連事業【32頁】

〇男女共同参画・ジェンダー平等の実現

○ 男女共同参画パワーアップ事業【33頁】

新 ＬＧＢＴ等理解増進事業 【34頁】

◆男女共同参画の一層の推進を図るため、固定的な性別役割
分担意識の改革や男性の家事・育児参画を促進

◆性の多様性に関する理解増進施策を推進し、誰もが安心し
て暮らせる地域社会を実現

２４《レインボーフラッグちょるる》



誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

◆県民活動の活発化による地域の絆づくりの推進
○県民活動への理解と参加の促進 ○県民活動団体の基盤強化に向けた人づくり・環境づくり ○県民活動団体と多様な主体との協働の推進

未来へつなぐ！若者の県民活動促進事業【県民生活課】 5,000千円

若者の県民活動への理解を促進するとともに、県民活動団体や高校・大学
等と連携して、参加機会の創出や参加しやすい環境づくりを行い、未来の
県民活動を支える若い世代の人材育成を図り、県民活動の裾野を拡大

趣 旨

項 目 内 容 事業費

理解と参加の促進 ○団体活動説明会の開催

・高校生や大学生等を対象に、授業や講義、市
町民活動支援センターの行事等で団体の活動
紹介を実施

〇ボランティア体験会の開催

・団体の活動を実際に体験し、参加者間による
意見交換を実施

○体験会等を活用した情報発信の強化

・体験会に参加した高校生、大学生等のインタ
ビューを含む団体の活動紹介動画の作成

・体験談等の情報発信による普及啓発

５,000

事業内容
（単位：千円）

高校や大学等と連携した若い世代の県民活動に対する理解と参加の促進

事業イメージ

２５



誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

拡 プロボノによる県民活動団体の基盤強化事業【県民生活課】 8,260千円

県民活動団体が年間を通じてプロボノを利用できる体制を整備・運営し、
プロボノの活用による、団体の人材育成・確保と財政基盤の強化を促進

※プロボノ：仕事上、身に付けた専門的な知識や技術を活かしたボランティア活動

趣 旨

項 目 内 容 事業費

団体の基盤強化 ○「やまぐちプロボノワーカーバンク」の管理運
営

○「やまぐちプロボノコンシェルジュ」の配置
・団体とワーカーのマッチングや伴走支援を実

施

○「山口つながる案内所」等と連携したワーカー
の発掘

○県内におけるワーカー・活用団体の発掘

○プロボノ交流会・活動報告会の開催
・山口県のプロボノ活動の普及啓発

・プロボノワーカーとワーカー希望者等の交流
機会の提供を通じた人材育成と、プロボノの
定着につなげるプロボノネットワークの構築

8,260

事業内容
（単位：千円）

団体の基盤強化につなげるプロボノの活用体制の整備

事業イメージ

拡

プロボノ活用による県民活動団体の基盤強化 ２６

◆県民活動の活発化による地域の絆づくりの推進
○県民活動への理解と参加の促進 ○県民活動団体の基盤強化に向けた人づくり・環境づくり ○県民活動団体と多様な主体との協働の推進



誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

協働ネットワーク強化による県民活動促進事業【県民生活課】 5,500千円

県民活動団体が多様な主体と協働できる体制整備を図り、「協働」による
地域課題の解決に向けた取組を推進するとともに、県民活動を通じた人と
人とのつながりによる地域の絆づくりを推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

協働体制の整備 ○「地域協働ファシリテーター」養成研修の開催

・市町民活動支援センターのスタッフ等を対象
として、実践につながる研修を開催

○市町民活動支援センターへの支援

・やまぐち県民活動支援センターに配置する
「統括協働ファシリテーター」による支援

・「協働ファシリテーター実践のしおり」の作成

〇情報共有会議の開催

・課題解決に向けた各地域の取組状況を共有し、
成功事例の全県展開を図るとともに、活動
団体と多様な主体とのネットワークを形成

5,500

事業内容

（単位：千円）

多様な主体と協働できる体制の整備

事業イメージ

新

２７

◆県民活動の活発化による地域の絆づくりの推進
○県民活動への理解と参加の促進 ○県民活動団体の基盤強化に向けた人づくり・環境づくり ○県民活動団体と多様な主体との協働の推進



きららでキラリ！県民活動促進事業【県民生活課】 10,400千円

誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

県民一人ひとりがキラリ！と輝き活躍できるよう、山口きらら博記念公園
でのイベントの開催を通じて、県民活動の魅力発信や参加機会の提供等を
行い、団体の活動を活発化させるとともに、誰もがいきいきと県民活動に
参加できる環境づくりを促進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

イベント・交流会等の
開催

○「きららでキラリ！県民つながるフェスタ」の
開催

・団体等のステージ発表、ＰＲブースの出展

・優れた取組を行う団体の表彰

・ 新たな県民活動の企画提案と賛同者募集の
場となる「きららでキラリ！コンテスト(仮)」
の実施

・「ゆめ花マルシェ」との連携

○出展者や運営ボランティア等が参加する交流会
の開催

・イベントを通じた交流・連携等をテーマに、
複数回開催

10,400

事業内容
（単位：千円）

事業イメージ

「きららでキラリ！県民つながるフェスタ」の開催を通じた県民活動の促進

２８

新

◆県民活動の活発化による地域の絆づくりの推進
○県民活動への理解と参加の促進 ○県民活動団体の基盤強化に向けた人づくり・環境づくり ○県民活動団体と多様な主体との協働の推進



誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

◆女性が輝く地域社会の実現

○産学公連携による女性の活躍促進 ○困難な問題を抱える女性への支援

女性の活躍応援事業【男女共同参画課】 3,910千円

事業者・大学・市町・関係団体等と連携した啓発活動や情報発信により、
女性の活躍を促進

趣 旨

事業内容

女性の活躍応援事業

女性の活躍促進

やまぐち

女性活躍応援団

＝産学公のトップ

男女共同参画推進事業者

女性の活躍推進事業者

応援団地域シンポジウム、ＳＮＳを
通じたメッセージ発信・事例共有 市町

大学

企業

関係
団体

・女性管理職アドバイザー制度
・やまぐち女性の活躍推進事業者
宣言制度
・地域の女性活躍応援

女性活躍に向けた取組

事業イメージ

項 目 内 容

やまぐち女性活躍応援団に
よる取組の普及・拡大

○産学公の連携による取組の県内全域への波及
・地域シンポジウム開催による地域の女性活躍の加速化
・トップのメッセージ発信や好事例の共有による普及
・ＳＮＳによる女性活躍等に関する積極的な情報発信

女性管理職登用促進に向け
た女性管理職等への支援

○女性管理職アドバイザー制度
・県認定の「輝き女性サポーター」の

派遣等による県内事業所の女性管理職等への相談支援

女性活躍に取り組む事業者
支援

○やまぐち女性の活躍推進事業者宣言制度
・女性活躍推進法に基づく行動計画を策定

した事業者・団体に対する広報等による
支援

地域で活躍する女性支援 ○地域の女性活躍応援
・拠点施設を活用した女性団体等の活動支援

(山口県婦人教育文化会館の使用料助成(上限１万円))
・女性活躍推進知事表彰実施

２９



区 分 事業名 所管課 金 額

子育て期
における
継続就業
等の環境
づくり促
進

保育士確保総合対策事業 こ ど も
政 策 課

14,524

子育て支援環境づくり推進事業 437,595

ひとり親家庭等就業支援強化事業 こども家庭課 23,867

新 幼稚園人材確保総合対策事業

学 事
文 書 課

72,080

私立幼稚園預かりサポート推進事業 456,140

私立幼稚園地域子育て支援事業 11,596

私立幼稚園就園推進事業 166,754

拡 県内創業・事業承継促進事業の一部 経 営 金 融 課 39,317

新 未来につなぐやまぐち共育て応援事業

労 働
政 策 課

186,635

「新しい働き方」導入支援事業 72,857

子育て女性等の活躍応援事業 50,961

農山漁村
女性の活
躍促進

農山漁村女性活動促進対策事業
農 林 水 産
政 策 課

5,165

農林漁業女子ステキ・スタイル応援事業 21,462

誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

◆女性が輝く地域社会の実現

○産学公連携による女性の活躍促進 ○困難な問題を抱える女性への支援

【参考】女性の活躍促進関連事業 （計）11,991,248千円

各関係部局と連携して女性活躍を推進趣 旨
（単位：千円）

３０

区 分 事業名 所管課 金 額

事業所や
家庭等に
おける女
性活躍の
取組推進

女性の活躍応援事業
男 女 共 同
参 画 課

3,910

男女共同参画パワーアップ事業 4,236

産業廃棄物適正処理推進事業の一部
廃棄物・リサイ
ク ル 対 策 課

2,000

女性・シニア新規就業促進事業 労 働
政 策 課

37,553

女性デジタル人材育成事業 産 業 人 材 課 29,090

新 建設産業就労環境改善支援事業
監 理 課

13,985

建設産業活性化推進事業 18,652

子育て期
における
継続就業
等の環境
づくり促
進

新 こどもまんなか保育体制強化事業

こ ど も
政 策 課

571,461

新 保育の担い手全力サポート事業 134,423

保育・幼児教育総合推進事業 7,429,527

地域子ども･子育て支援事業 2,136,581

みんなで子育て応援推進事業 19,504

子育てＡＩコンシェルジュ運営事業 8,858

保育人材スキルアップ支援事業 22,515



誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

◆女性が輝く地域社会の実現

○産学公連携による女性の活躍促進 ○困難な問題を抱える女性への支援

女性自立サポート事業【男女共同参画課】 26,170千円

多様化・複雑化する様々な困難な問題を抱える女性に対し、関係機関や民
間団体と協働しながら、その問題の背景や、心身の状況等に応じた最適な
支援を行い、女性が安心かつ自立して暮らせる地域社会づくりを推進

趣 旨

項 目 内 容

相
談
・
自
立
等
支
援

相談支援 ○様々な困難や不安を抱える女性からの相談対応
・電話、メール、ＳＮＳによる相談の実施
・面接相談、リモートカウンセリングの実施

アウトリーチ支援 ○訪問面談、ハローワークでの相談会
○関係機関への同行支援
○夜間見回り

居場所づくり ○カフェ型相談会
・相談対応や談話ができる場所を提供

被害回復支援 ○カウンセリング
○同伴児童への支援

自立支援 ○ステップハウス（自立に向けた準備を行う施設）の運営
・心のケアや自立支援を実施

○アフターケア
・自立後も定期的な心理ケアを実施

支援調整会議 ○関係機関で構成する支援調整会議の設置

事業内容

関係機関と協働した、きめ細かな支援

事業イメージ

新

３１



誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

◆人権等に関する取組の推進

○人権に関する取組の推進

人権啓発推進関連事業【人権対策室】 16,503千円

県民一人ひとりが、基本的人権を尊重し、様々な人権問題に対し、正しい
理解を深めるとともに、県民の人権意識の高揚を図るため、幅広い啓発活
動を積極的に推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

人権啓発推進費 ○「山口県人権推進指針」の周知

○通年啓発活動の実施
・テレビ・ラジオＣＭ、ポスター等

○人権週間における啓発活動

10,936

啓発フェスティバル開
催事業費

○「人権ふれあいフェスティバル」の開催
2,305

人権啓発協働推進事業 ○同和問題啓発週間における啓発行事

○スポーツ組織と連携した啓発活動
・人権スポーツ教室の実施等

○啓発パネル・視聴覚教材（DVD）等の整備

○啓発指導者の養成

3,262

事業内容
（単位：千円）

人権啓発推進関連事業

事業イメージ

「山口県人権推進指針」
に基づく

人権啓発活動

県民一人ひとりの人権が尊重された心豊かな地域社会

《人権啓発ポスター》 《人権ふれあいフェスティバル》

《スタジアム啓発》 《街頭啓発》
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誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

◆人権等に関する取組の推進

○男女共同参画・ジェンダー平等の実現

男女共同参画パワーアップ事業【男女共同参画課】 4,236千円

男女共同参画の一層の推進を図るため、社会情勢等を踏まえた効果的な普
及啓発や男女共同参画推進事業者の認証等により、県民、県民活動団体、
事業者等の取組を促進

趣 旨

項 目 内 容

男女共同参画の
取組促進

○パワーアップセミナーの開催
・男女共同参画に関する新たなテーマ（固定的性別役割分担意識

の解消等）に関するセミナーの開催等

○男性の家事・育児参画に向けた理解促進や啓発の推進

・県民を対象とした啓発動画コンテストの実施

○男女共同参画推進月間(10月)における普及啓発活動の重点実施

・ポスターコンテストの実施

・ポスター、チラシの作成、配布等

○やまぐち男女共同参画推進事業者の認証

・男女共同参画推進連携会議構成団体等を通じた認証制度のPR

・取組事例集の作成、配布（就職支援窓口、市町等）

・県ホームページ、認証事業者ステッカー等による広報

事業内容

男女共同参画の取組促進

《やまぐち男女共同参画推進事業者
シンボルマーク》

《県男女共同参画推進月間ポスター》

事業イメージ

男女共同参画の推進体制

普及啓発
取組支援

男女共同参画社会の実現

県民活動団体・事業者等による男女
共同参画の自主的な取組の促進によ
る男女共同参画の推進

きらめき財団

連携会議

事業者 県 民県民活動
団体

県

市町
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誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト

◆人権等に関する取組の推進

○男女共同参画・ジェンダー平等の実現

ＬＧＢＴ等理解増進事業【男女共同参画課】 3,200千円

ＬＧＢＴ理解増進法に基づく、性の多様性に関する理解増進施策を実施し
性の多様性を認め合い、誰もが安心して生活することができる暮らしやす
い地域社会づくりを推進

趣 旨

項 目 内 容

生きづらさの軽減と
安心して暮らせる環
境整備

○同性パートナーシップ制度の周知・導入
・同性カップルがお互いのパートナー関係について宣誓し、

その内容を県が証明

○事業所向けハンドブックの作成
・職場での配慮などをまとめたハンドブックを配布

○専門相談（法律）の実施
・弁護士による法律相談を定期的に開催

○相談員養成研修
・県や市町の一般相談窓口相談員を対象とした研修の実施

○居場所づくり
・カフェ型相談会を定期的に実施

県民の意識の醸成 ○広報・啓発
・県民を対象としたオンライン講座の開催

・性の多様性や同性パートナーシップ制度に関するチラシ等の配布

事業内容

生きづらさの軽減と安心して暮らせる環境整備、県民の意識の醸成

事業イメージ

誰
も
が
安
心
し
て
生
活
で
き
る

暮
ら
し
や
す
い
地
域
社
会
の
実
現

・職場や学校での理解促進

・同性パートナーシップ制度

・プライバシーを守れる専門相談

・オンライン講座

・カフェ型相談会

LGBT等の方々が安心して暮らせる環境整備

生きづらさの軽減（孤独・孤立の防止）

性の多様性に寛容な県民意識の醸成

・性の多様性に関する周知等

困
り
ご
と
の

防
止
・
解
消

地
域
社
会
で

の
理
解
促
進

新
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Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

暮らしの安心・安全確保プロジェクト
◆食や消費生活の安心・安全の確保

〇食の安心・安全の確保

◆事業者によるHACCPに沿った衛生管理の適切な運用や食
品表示の適正化に向けた取組を促進

〇消費生活における安心・安全の確保

◆高齢者等に声かけ等を行う「１８８見守りサポーター」の
活動促進や悪質商法等を啓発するデジタルコンテンツの活
用等により、高齢者や若年者の消費者被害防止対策を推進

◆悪質商法等の被害防止に向けた啓発イベントの展開により
消費生活の安心・安全の確保に向けた取組を推進

○ 食の安全推進事業【38頁】

○ 食の安心推進事業【39頁】

○ 消費者対策総合推進事業 【40頁】

○ 高齢消費者被害防止対策強化事業 【41頁】

○ 若年消費者被害防止対策強化事業 【41頁】

○ とめちゃる！悪質商法対策強化事業 【42頁】
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Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

暮らしの安心・安全確保プロジェクト
◆犯罪や暴力から県民を守る対策の推進

◆犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進するとともに、民間支援団体等との連携による犯罪被害者等に寄り添う支援を実施

◆DV対策の充実や性暴力被害者への支援など、犯罪や暴力の被害者に対する取組を推進

〇犯罪被害防止対策の強化 ○民間支援団体等と連携した犯罪や暴力の被害者に対する支援の強化

○ 犯罪のない安全で安心なまちづくり推進事業【43頁】

○ 犯罪被害者等を支えるまちづくり推進事業 【43頁】

○ 配偶者暴力等（DV）対策事業 【44頁】

○ 性暴力被害者支援事業 【45頁】

《防犯シンボルキャラクター》

《防犯功労者に対する知事表彰》 《犯罪被害者等相談窓口担当者研修会》

３６《被害者支援ちょるる》 《パープルリボンちょるる》



Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

暮らしの安心・安全確保プロジェクト
◆交通事故から県民を守る対策の推進

◆県民一人ひとりの交通安全に対する理解が深まるよう県民総参加の県民運動を実施

◆子どもや高齢者等を交通事故から守るため、高齢ドライバーへの対策をはじめとするきめ細かで総合的な交通安全対策を推進

◆自転車利用に係る交通事故防止や被害者保護を図るため、自転車損害賠償責任保険等への加入促進などに向けた広報啓発を展開

〇子ども・高齢者の交通事故防止 ○交通事故のない安全で安心なまちづくりの推進

○ 交通安全対策総合推進事業 【46頁】

○ 高齢者等交通事故防止対策推進事業【46頁】

自転車の安全で適正な利用促進事業【47頁】新

《横断歩道ハンドサイン運動） 《交通安全子供自転車大会》

３７
《サイクリングちょるる》



暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆食や消費生活の安心・安全の確保

○食の安心・安全の確保

食の安全推進事業【生活衛生課】 9,926千円

計画的な検査により、県内に流通する不適正食品を排除するとともに、事
業者が取り組むHACCPに沿った衛生管理の適切な運用を促進し、食の安
全を推進

項 目 内 容 事業費

県内に流通する食品
の検査

○食品のアレルギー物質検査（25検体）

・対象検体：菓子、魚肉練り製品等

〇野菜・果物の残留農薬検査（50検体）

〇輸入食品の添加物検査（90検体）

・対象検体：菓子、野菜・果物加工品、小麦加工品

9,694

HACCPの適切な運用
の促進

○食品等事業者の取組を支援

・オンライン講習会の開催、研修資材の作成・公開

○HACCP指導チームによるきめ細かい指導・助言

○リモート監視による効率的な指導と内容の充実

232

事業内容
（単位：千円）

事業イメージ

県内に流通する食品の検査、HACCPの適切な運用の促進

趣 旨

食
の
安
全
を
推
進

事
業
者
自
ら
の

工

程

管

理

流

通

食

品

の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

HACCPの適切な運用の促進

県内に流通する食品の検査

検査結果は迅速に
県HPで公表
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆食や消費生活の安心・安全の確保

○食の安心・安全の確保

食の安心推進事業【生活衛生課】 9,914千円

「山口県食の安心・安全推進基本計画」に基づき、食品表示の適正化及び
食の安心・安全に関する県民の理解を促進

項 目 内 容 事業費

食品表示の適正化の促
進

○食品表示責任者養成講習会の開催
・食品関連事業者等に対し、eラーニングも取

り入れた食品適正表示に関する講習会を開催

○食品表示合同パトロールによる監視指導
・関係行政機関によるパトロールを実施

1,969

食の安心・安全に関す
る県民の理解の促進

○やまぐち食の安心・安全推進協議会の運営
・県民運動の推進母体として中心的役割を担う協

議会の運営

○食の安心モニターの養成

○情報誌やＳＮＳ等による情報発信

○食の安心相談体制の整備
・相談や通報に随時対応するため、食の安心相

談員及び食の安心ダイヤルを設置

7,945

事業内容
（単位：千円）

食品表示の適正化の促進、食の安心・安全に関する県民の理解の促進

趣 旨

《食品表示合同パトロール》 《ＳＮＳ等を活用した情報発信》

事業イメージ
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆食や消費生活の安心・安全の確保

○消費生活における安心・安全の確保

消費者被害防止対策関連事業【県民生活課】 30,786千円

県民の消費生活における安心・安全を確保するため、県と市町との役割分
担のもと、消費生活相談機能の充実・強化を図るとともに、消費者自身が
「だまされない消費者」となるための消費者教育や、高齢消費者・若年消
費者を消費者被害から守る対策を推進

項 目 内 容 事業費

消費者対策総合推進事業 ○消費生活相談機能の充実・強化

【県】
（専門的・広域的事案への相談対応と市町の支援）

・県消費生活相談員等による専門的・広域的な
相談対応・支援

【市町】
（住民に身近な相談体制の充実・強化）

・相談窓口の周知及び啓発活動の強化

・消費生活相談員の配置

○消費者教育を担う人材の育成

・消費者リーダー等に対する研修等

26,090

事業内容
（単位：千円）

趣 旨
消費者行政推進体制

○専門的、広域的な相談対応

○関係法に基づく事業者指導、処分

○消費者リーダー等人材育成

県・消費生活センター

市町支援・広域的取組

国（消費者庁）・他の自治体・関係団体

連携・情報共有

被害の未然防止・拡大防止による住民の安心・安全の確保

○消費者に身近な相談窓口

○注意喚起情報の迅速な発信

○消費者啓発の推進

市町・消費生活センター（相談窓口）

地域における相談対応・啓発

連 携
情報共有

支 援

消費者
消費者ホットライン

１８８ 消費生活センター

最寄りの消費生活センター等の相談窓口を案内する全国共通の３桁の番号

全国共通「消費者ホットライン１８８（いやや）」

《相談機能の充実・強化、消費者教育の推進》

事業イメージ
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆食や消費生活の安心・安全の確保

○消費生活における安心・安全の確保

（単位：千円）

事業名 内 容 事業費

高齢消費者被害
防止対策強化事業

〇地域一体となった見守りネットワークの強化

県域の「消費者安全確保地域協議会」の設置

・ 「１８８見守りサポーター」の募集・周知と
活動促進

「消費者被害最新手口等対策講座」の開催

2,000

事業イメージ

事業名 内 容 事業費

若年消費者被害
防止対策強化事業

〇ライフステージに応じた、若年消費者トラブル
防止に向けた啓発の推進

若手従業員への消費者教育の推進

若者目線の手法を取り入れた啓発
・ デジタルを活用した消費者教育及び情報発信

2,696

（単位：千円）

事業イメージ

地域一体となった見守りネットワークの強化

若年消費者
被害防止

ＳＮＳ等のデジタルを活用した
消費者教育やタイムリーな情報発信

学生消費者リーダーと連携した
若者目線の啓発活動の展開

若手従業員への消費者教育の推進
事業所内研修用の啓発教材の作成

事業内容 《高齢消費者等への対策》 事業内容 《若年消費者等への対策》

・全県的な見守り体制の強化

・協議会未設置町への設置支援

・協議会設置済市への活動支援

・見守り事業者セミナーの開催

・188見守りサポーターの募集・周知

・サポーター活動PR資材の作成・配布

「１８８見守りサポーター」制度※山口県消費者安全確保地域協議会

・フィッシング詐欺等の最新の消費者被害事例を紹介する対策講座の開催

・消費者被害防止に効果的な「警告メッセージ付通話録音装置」の普及啓発

消費者被害最新手口等対策講座

※日常の事業活動の中で、高齢者等への
声掛けや見守りを行う事業者を登録

ライフステージに応じた切れ目のない学びの機会を提供

※2022年４月から、成年年齢が
18歳に引き下げられました。

新

新

新

拡
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆食や消費生活の安心・安全の確保

○消費生活における安心・安全の確保

とめちゃる！悪質商法対策強化事業【県民生活課】 15,000千円

悪質商法や「うそ電話詐欺」等による消費者被害が後を絶たない状況にあ
る中、被害に遭いやすい高齢者等の注意喚起を図るイベントの開催や消費
者トラブルに関する相談窓口等の普及啓発により、悪質商法等被害の未然
防止・早期発見につなげる対策を強力に推進

項 目 内 容 事業費

消費者被害の未然
防止・早期発見事業

〇悪質商法対策まなべるイベントの開催

・被害に遭いやすい高齢者等を主なターゲットと
して、悪質商法の対処方法等を学べるイベント
を開催

・高齢者等に親しみやすい内容での啓発を実施

5,000

悪質商法対策の啓発 〇ストップ！悪質商法キャンペーンの実施

・悪質商法対策まなべるイベントと連動する形で
消費者被害の事例や相談窓口を幅広く周知する
キャンペーンを展開

・テレビCMや街頭ビジョン等を活用した啓発

10,000

事業内容
（単位：千円）

趣 旨 事業イメージ

主に高齢者等を対象にした

の開催

イベントと連動した幅広い

の実施

悪質商法対策
まなべるイベント

ストップ！悪質商法
キャンペーン

《高齢者向け悪質商法まなべるイベント》

《悪質商法VR・ｶｰﾄﾞｹﾞｰﾑ等を活用した啓発》

《テレビCMによる啓発》

悪質商法被害の未然防止・早期発見

《街頭ビジョン等による啓発》

拡

拡
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆犯罪や暴力から県民を守る対策の推進

○犯罪被害防止対策の強化 ○民間支援団体等と連携した犯罪や暴力の被害者に対する支援の強化

安全なまちづくり推進関連事業【県民生活課】 3,690千円

誰もが安全で安心して暮らすことのできる地域社会を実現するため、県民
の防犯意識の高揚や地域主体の防犯活動を推進するとともに、犯罪被害者
等の負担軽減や民間支援団体等と連携した支援、犯罪被害者等への理解等
を深める活動を推進

項 目 内 容 事業費

犯罪のない安全で安心
なまちづくり推進事業

○県民の自主防犯力の強化
・「やまぐち犯罪のない安全で安心なまちづくり

推進協議会の開催
・防犯功労者・団体に対する知事表彰

○地域主体の防犯活動の推進
・学校や地域での防犯講習会（出前講座）の開催

○犯罪の起こりにくい環境の整備
・公園等安全点検活動の実施

○犯罪弱者等安全対策の推進
・「ながら見守り」や詐欺被害等防止対策の推進

776

犯罪被害者等を支える
まちづくり推進事業

○民間犯罪被害者等支援団体の活動支援に向けた取組
・団体の活動支援に係る助成制度の運用

〇犯罪被害者等の経済的負担の軽減
・転居費用助成金の運用

○犯罪被害者等に対する県民理解の促進
・県下各地域を巡回する「パネル展」の開催

○支援体制の強化
・市町担当者等を対象とした研修会の開催

2,914

事業内容
（単位：千円）

趣 旨 事業イメージ

《犯罪被害者等相談窓口担当者研修会》 《犯罪被害者等支援ミニパネル展》

犯罪被害者等を支えるまちづくり推進事業

《公園等安全点検活動》

犯罪のない安全で安心なまちづくり推進事業

《「ながら見守り」活動》
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆犯罪や暴力から県民を守る対策の推進

○犯罪被害防止対策の強化 ○民間支援団体等と連携した犯罪や暴力の被害者に対する支援の強化

配偶者暴力等（ＤＶ）対策事業【男女共同参画課】 7,760千円

｢山口県配偶者暴力等対策基本計画｣に基づき、市町や関係機関、民間団体
等と連携・協働し、配偶者暴力防止のための普及啓発や被害者支援等を実
施

項 目 内 容

ＤＶを許さない社会づくり ○普及啓発
・配偶者等暴力防止運動期間(11/12～25)における

啓発活動

被害者支援 相談 ○男女共同参画相談センターでの相談対応
（電話相談及び面接相談を実施）

○関係者研修の実施

保護 ○男女共同参画相談センター等での保護

○ＤＶ被害者等が同伴する子どもへの心理的ケアなどの
支援の充実

自立支援 ○被害者の自立に向けた生活・就業支援等

連携・協働の推進 ○民間シェルターの取組支援

事業内容

ＤＶを許さない社会づくり、被害者支援、連携・協働の推進

趣 旨 事業イメージ

・情報提供
・意見交換
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆犯罪や暴力から県民を守る対策の推進

○犯罪被害防止の強化 ○民間支援団体等と連携した犯罪や暴力の被害者に対する支援の強化

性暴力被害者支援事業【男女共同参画課】 6,140千円

やまぐち性暴力被害者支援システム「あさがお」により、24時間365日
の運用体制で、被害直後からの総合的な支援（相談、産婦人科医療、カウ
ンセリング、法律相談等）を行うとともに、若年層を中心とした啓発を実
施

項 目 内 容

支援体制の整備 ○24時間365日運用の相談体制

総合的な支援の実施 ○相談支援員による電話・面接相談、病院等への同行
支援

〇医療、カウンセリング、法律相談の支援の提供及び
費用負担

〇証拠物の採取・保管

性暴力を許さない社会づく
り

○普及啓発

○中学生・高校生向け啓発資料を活用した、性暴力被害
の未然防止及び相談窓口の周知

事業内容

支援体制の整備、総合的な支援の実施、性暴力を許さない社会づくり

趣 旨
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事業イメージ
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆交通事故から県民を守る対策の推進

○子ども・高齢者の交通事故防止 ○交通事故のない安心で安全なまちづくりの推進

交通安全対策関連事業【県民生活課】 1,900千円

交通事故のない安全で安心して暮らせる社会の実現に向け、県民一人ひとり
の交通安全への理解が深まるよう関係機関・団体等と連携した県民総参加
の県民運動を展開し、子どもと高齢者に重点を置いた交通事故防止対策を
推進

項 目 内 容 事業費

交通安全対策総合
推進事業

○年間を通じた交通安全運動
・「おもてなし交通安全県民運動」

・「横断歩道ハンドサイン運動」
※毎月５日「横断歩道ハンドサイン運動推進の日」

・「反射材・ハイビーム活用促進県民運動」
※毎月９日「反射材・ハイビーム活用促進の日」

・「スピードダウン県民運動」

○各季の交通安全運動（春、夏、秋、年末年始）

1,245

高齢者等交通事故
防止対策推進事業

○｢高齢者の交通事故防止県民運動｣の実施
・チラシやラジオスポット放送を活用した広報
・交通安全メッセージの伝達

○子どもの交通安全活動を行うボランティアの養成
・「交通指導員等研修会」の開催

○学校を対象とした交通安全講習会（出前講座）の開催

655

事業内容
（単位：千円）

交通安全対策総合推進事業・高齢者等交通事故防止対策推進事業

趣 旨

《全国交通安全運動出発式》

《交通安全講習会（出前講座）》

《交通ボランティアと連携した
横断歩道ハンドサイン運動の推進》

事業イメージ
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暮らしの安心・安全確保プロジェクト

◆交通事故から県民を守る対策の推進

○子ども・高齢者の交通事故防止 ○交通事故のない安心で安全なまちづくりの推進

自転車の安全で適正な利用促進事業【県民生活課】 2,000千円

令和6年４月に施行予定の「山口県自転車の安全で適正な利用促進条例」
の制定を契機として、県民の自転車利用に係る交通事故の防止や被害者の
保護を図るため、自転車の交通ルール・マナーの周知徹底や、自転車損害
賠償責任保険等への加入促進などに向けた広報啓発活動を実施

※自転車損害賠償責任保険等への加入義務化は１０月１日から

項 目 内 容 事業費

条例制定に係る
広報啓発

〇全世代に向けた広報啓発の実施
・条例制定の周知や自転車損害賠償責任保険等への

加入促進のための広報啓発資材の作成・配付
・公共施設や学校、自転車販売店、商業施設等におい

て、普及啓発活動を実施

1,012

自転車の安全利用
の推進

○事業者や地域と連携した自転車安全利用の促進
・従業員に自転車の安全利用等を促す「自転車安全・

適正利用推進宣言事業所」制度の創設・周知

・自転車の安全利用等を呼びかける「自転車安全利用
推進員」による交通安全教室での普及啓発

・学校や地域における「自転車安全教室」等の開催

○サイクルイベント等での広報啓発の実施
・県内各地で開催されるサイクルイベント等における

広報啓発活動の実施等

988

事業内容
（単位：千円）

自転車の安全で適正な利用促進事業

趣 旨

《YouTube動画の作成・配信》

《自動車学校を活用した自転車安全教育》 《出前型自転車安全教室の開催》

事業イメージ
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Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

県民活動支援センター管理運営事業 25,373 ・指定管理による県民活動支援センターの管理運営

未来へつなぐ！若者の県民活動促進事業【25頁】 ５,000
・団体活動説明会の開催
・ボランティア体験会の開催
・体験会等を活用した情報発信の強化

プロボノによる県民活動団体の基盤強化事業【26頁】 8,260

・「やまぐちプロボノワーカーバンク」の管理運営
・「やまぐちプロボノコンシェルジュ」の配置
・「山口つながる案内所」等と連携したワーカーの発掘
・県内におけるワーカー・活用団体の発掘
・プロボノ交流会・活動報告会の開催

協働ネットワーク強化による県民活動促進事業【27頁】 5,500
・「地域協働ファシリテーター」養成研修の開催
・市町民活動支援センターへの支援
・情報共有会議の開催

きららでキラリ！県民活動促進事業【28頁】 10,400 ・「きららでキラリ！県民つながるフェスタ」の開催
・出展者や運営ボランティア等が参加する交流会の開催

やまぐち消費ＳＤＧｓ県民連携推進事業 【12頁】 5,000 ・「消費のＳＤＧｓ」啓発キャンペーンの実施
・体験型イベント・ワークショップの開催

消費者対策総合推進事業【40頁】 26,090 ・消費生活相談機能の充実・強化
・消費者教育を担う人材の育成

高齢消費者被害防止対策強化事業 【41頁】 2,000 ・消費者被害最新手口等対策講座の開催
・消費者安全確保地域協議会の設置促進及び活動支援

若年消費者被害防止対策強化事業【41頁】 2,696 ・若手従業員への消費者教育の推進
・若者目線の手法を取り入れた啓発

とめちゃる！悪質商法対策強化事業【42頁】 15,000 ・悪質商法の事例や対策を学べるイベントの開催
・消費者被害の事例や相談窓口を幅広く周知するキャンペーンの実施

【県民生活課 １／２】
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Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

犯罪のない安全で安心なまちづくり推進事業【43頁】 776
・県民の自主防犯力の強化
・地域主体の防犯活動の推進
・犯罪の起こりにくい環境の整備
・犯罪弱者等安全対策の推進

犯罪被害者等を支えるまちづくり推進事業【43頁】 2,914

・民間犯罪被害者等支援団体の活動支援
・犯罪被害者等の経済的負担の軽減
・犯罪被害者等に対する県民理解の促進
・支援体制の強化

交通安全対策総合推進事業【46頁】 1,245 ・交通安全山口県対策協議会による年間を通した交通安全活動
・各季の交通安全運動（春・夏・秋・年末年始・高齢者）

高齢者等交通事故防止対策推進事業【46頁】 655
・「高齢者の交通事故防止県民運動」の実施
・子どもの交通安全活動を行うボランティアの養成
・学校を対象とした交通安全講習会（出前講座）の開催

自転車の安全で適正な利用促進事業【47頁】 2,000
・条例制定に係る全世代に向けた広報啓発
・事業者や地域と連携した自転車安全利用の促進
・サイクルイベント等での広報啓発の実施

【県民生活課 ２／２】
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Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

人権啓発推進費【32頁】 10,936
・｢山口県人権推進指針｣の周知
・通年啓発活動の実施
・人権週間における啓発活動

啓発フェスティバル開催事業費【32頁】 2,305 ・｢人権ふれあいフェスティバル｣の開催

人権啓発協働推進事業【32頁】 3,262

・同和問題啓発週間における啓発活動
・スポーツ組織と連携した啓発活動
・啓発パネル・視聴覚教材(DVD)等の整備
・啓発指導者の養成

隣保館運営費補助 136,482 ・市町の隣保館運営経費に対する補助(対象:20館)

【人権対策室】
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Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

女性の活躍応援事業【29頁】 3,910

・やまぐち女性活躍応援団による「地域シンポジウム」の開催
・「女性管理職アドバイザー制度」による相談支援
・やまぐち女性の活躍推進事業者宣言制度の推進
・女性団体等の活動に対する拠点施設使用料の助成
・女性活躍推進知事表彰の実施

女性自立サポート事業【31頁】 26,170 ・専門的知見や経験を有する民間団体と連携・協働した支援
・関係機関で構成する支援調整会議の設置

男女共同参画パワーアップ事業【33頁】 4.236

・パワーアップセミナーの開催
・男性の家事・育児参画に向けた理解促進や啓発の推進
・男女共同参画推進月間（10月）における普及啓発活動の重点実施
・やまぐち男女共同参画推進事業者の認証

LGBT等理解増進事業【34頁】 3,200

・同性パートナーシップ制度の周知・導入
・事業所向けハンドブックの作成
・専門相談窓口の設置
・相談員養成研修
・カフェ型相談会による居場所づくり
・県民向けオンライン講座等による広報・啓発

配偶者暴力等（DV）対策事業【44頁】 7,760

・配偶者等からの暴力防止のための普及啓発
・男女共同参画相談センターを中心とした被害者支援
・DV被害者等の子どもへの支援の充実
・民間シェルターにおける被害者支援の充実に資する取組への補助

性暴力被害者支援事業【45頁】 6,140

・２４時間３６５日運用の相談体制
・相談支援員による電話・面接相談、病院等への同行支援
・医療、カウンセリング、法律相談の支援の提供及び費用負担
・証拠物の採取・保管
・中学・高校生向け啓発資料の活用による相談窓口の周知等

【男女共同参画課】

５１



Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業【7頁】 31,772

・脱炭素に触れる体験型イベントの実施
・ぶちエコやまぐちアンバサダーと連携した情報発信
・「ぶちエコアプリ」を活用し、エコ行動を実践するための機会や

インセンティブを継続的に提供
・気候変動の影響に関する情報収集・分析及び発信の強化
・適応策に関する情報収集・分析及び発信の強化
・家庭向け温暖化防止診断とぶちエコサポーター登録制度等の実施
・山口大学グリーン社会推進研究会と連携した環境学習の実施
・次世代リーダーの育成を目的としたワークショップへの参加
・環境やまぐち推進会議の運営、地球温暖化対策優良事業所の表彰

省・創・蓄エネの導入促進事業【9頁】 326,069

・ＺＥＨ（ゼッチ）の啓発・導入支援
・脱炭素セミナー
・専門家による省エネ診断
・やまぐち再エネ電力利用事業所認定制度
・中小企業者等向け省・創・蓄エネ設備設置補助金
・山口県産省・創・蓄エネ関連設備等登録制度
・太陽光発電設備等の共同購入支援
・地球にやさしい環境づくり融資

ゼロカーボン・ドライブ普及啓発拠点整備事業【11頁】 48,091 ・県有施設に太陽光発電設備、電気自動車等を導入し、ゼロカーボ
ン・ドライブの普及啓発拠点として整備

県有施設への太陽光発電設備導入促進事業 63,757 ・県有施設に自家消費型の太陽光発電設備を導入

大気汚染常時監視事業 110,366 ・PM2.5などの大気汚染物質のテレメータによる常時監視及び測定
機器の整備

有害大気汚染物質環境調査事業 1,417 ・有害大気汚染物質(継続的に摂取される場合に人の健康を損なうお
それがある)を常時監視し、環境基準の達成状況を把握

【環境政策課 １／２】

５２



Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

水質土壌汚染対策指導事業 2,876 ・工場・事業場排水に関する監視・指導や土壌汚染対策の指導

公共用水域水質調査事業 23,126 ・公共用水域（海域、河川、湖沼）の水質汚濁の状況等を常時監視
し、水質の環境基準達成状況を把握

日韓海峡沿岸環境技術交流事業 980 ・日韓海峡沿岸８県市道の環境問題に係る相互交流促進のため、環
境保全、公害防止対策の共同事業を展開

山東省環境保全パートナーシップ事業 1,430
・山東省における環境問題の解決や地球環境保全に向け、本県にお

ける研修の実施や山東省への技術指導者の派遣による技術交流・情
報提供

環境学習関連事業
（※ｾﾐﾅｰﾊﾟｰｸ管理運営事業(総合企画部所管)に含む）

セミナーパーク
指定管理料に含む ・環境学習推進センターにおける全県的な環境学習の推進

【環境政策課 ２／２】

５３



Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

生活衛生関係営業活性化助成事業 17,524 ・生活衛生関係営業を支援する県生活衛生営業指導センターへの助
成（相談指導、後継者育成、衛生講習会開催等）

公衆浴場経営改善対策事業 699 ・物価統制令による料金統制を受ける公衆浴場経営を支援する市町
への補助

一般公衆浴場光熱費等高騰対策支援事業 2,420 ・一般公衆浴場において、衛生水準の維持・向上が確保できるよう
事業者に対して光熱費等高騰に対する支援金を支給

水道施設整備促進事業 151,561 ・市町等が行う老朽化した水道施設の更新や耐震化の取組に対する
支援

水道料金安定化対策事業 36,248 ・柳井地域の水道事業安定化を図るため、関係市町へ補助

食の安全推進事業【38頁】 9,926 ・食品衛生検査の充実強化を図り、不適正食品を排除
・ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の適切な運用を促進

食の安心推進事業【39頁】 9,914 ・食品表示の適正化の促進
・食の安心・安全に関する県民の理解の促進

食品の安全確保事業 13,721 ・食品衛生法に基づく営業許可、監視指導等の実施

食肉衛生取締事業 30,487 ・牛、豚、鶏等食用となる家畜の検査

動物愛護管理推進事業【19頁】 1,431 ・所有者明示の推進や円滑な譲渡に向けた取組により、飼主による
適正飼養を推進

デジタル活用による野犬対策強化事業【20頁】 11,816 ・野犬捕獲の強化・推進
・野犬対策に有効な手法・技術の創出

動物管理指導事業 73,882 ・適正飼養の指導、動物の愛護及び管理に関する普及啓発

【生活衛生課 １／２】

５４



Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

動物愛護センター管理事業 18,683 ・動物愛護センターの運営

動物由来感染症予防体制整備事業 1,036 ・動物由来感染症の予防体制整備及び県民への情報提供
（動物由来感染症病原体等保有状況調査等）

【生活衛生課 ２／２】

５５



Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

ぶちエコやまぐち３Ｒ推進事業【13頁】 6,517
・「クリーニング店から発生するワンウェイプラスチック削減」の推進
・食品ロス削減及びプラスチックごみ削減に係る普及啓発

やまぐち海洋ごみアクションプラン推進事業【14頁】 74,657

・漂着ごみの回収・処理や発生抑制対策支援、実態調査
・海底ごみ回遊・処理体制の確立に向けた支援
・瀬戸内海の海洋ごみプラスチックごみ対策として、山口県を含む14府

県が連携した河川ごみの実態把握及び発生源対策の検討・展開

資源循環型社会形成推進事業【15頁】 142,750

・資源循環型産業の技術開発から普及拡大までの切れ目ない支援
・廃棄物等を地域内で有効活用する地域循環圏の形成支援
・循環型社会形成推進基本計画（第４次計画）の改定に向けた産業廃棄

物の実態調査等

産業廃棄物適正処理推進事業【16頁】 83,193
・不法投棄等に対する監視体制や情報収集体制の確保
・ＰＣＢ廃棄物の適正処理対策
・優良事業者の育成・支援

【廃棄物・リサイクル対策課】

５６



Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

鳥獣保護区等設置事業 7,523 ・鳥獣保護区等の設定や鳥獣保護管理員の巡視により、野生鳥獣の
生息地を保護

鳥獣保護推進事業 1,129 ・傷病鳥獣の保護や野鳥に係る鳥インフルエンザ対策、愛鳥行事等
の実施

ツキノワグマ保護管理対策事業【17頁】 3,103
・絶滅のおそれのある西中国山地のツキノワグマを人身被害の防止

と個体群維持の両立を図るため、第二種特定鳥獣管理計画に基づ
き適正に保護管理

野生鳥獣適正管理事業 3,464 ・ニホンジカの生息状況調査

狩猟免許事業 7,485 ・狩猟免許試験、狩猟免許更新、狩猟者登録等の実施

放鳥事業 1,052 ・狩猟資源の保護増殖を図るため、鳥獣保護区等へのヤマドリの放
鳥

猟友会育成事業 2,700 ・山口県猟友会が実施する、狩猟事故の防止や狩猟者の育成に係る
普及指導事業等への補助

野生鳥獣管理対策強化事業【17頁】 65,740 ・増加傾向にあるニホンジカなどの鳥獣管理、捕獲の担い手確保・
育成

生物多様性地域連携促進事業【18頁】 6,633
・民間の取組等により保全されている区域について、国の認定制度

（「自然共生サイト」）への登録を促進し、多様な主体と協働・連
携して生物多様性を保全する体制を構築

【自然保護課 １／２】

５７



Ⅲ 所属別主要事業

事 業 名 予算額（千円） 事 業 の 概 要

自然公園保護管理事業 34,977 ・自然公園管理員や自然公園指導員を配置、自然公園施設の維持・
清掃等

利用施設維持補修事業 8,424 ・自然公園施設の快適な利用のための維持補修等

中国自然歩道管理事業 3,370 ・中国自然歩道の草刈、清掃やパトロール等

秋吉台国定公園管理事業【21頁】 1,440 ・秋吉台の自然景観保持のため、｢山焼き｣の運営費等について負担

自然公園等施設整備事業【21頁】 11,200 ・国交付金を活用した計画的な自然公園施設の改修等
・市町が実施するエコツーリズムの支援として関連施設を整備

自然環境保全地域等対策事業 1,683 ・県内流域において各種団体等が連携して行う活動を促進するため
基礎調査や技術的助言等の支援

やまぐち自然環境学習推進事業 9,263 ・自然環境学習を推進するため、ビジターセンターに自然解説指導
員を配置

きらら浜自然観察公園管理運営事業 51,017 ・指定管理によるきらら浜自然観察公園の管理運営

【自然保護課 ２／２】

５８



令和６年度 年間行事予定

月 期 間 週 間・月 間 等 所 管

４

― 若年層の性暴力被害予防月間 男女共同参画課

１日～9/30 熱中症予防強化キャンペーン 環境政策課

６日～15日 春の全国交通安全運動 県民生活課

15日～5/14 みどりの月間（愛鳥週間含む） 自然保護課

５
― 消費者月間 県民生活課

18日 消費者ホットライン１８８の日 県民生活課

６

― 環境月間、県民一斉環境美化活動促進期間 環境政策課

― 住環境衛生推進月間 生活衛生課

― 不法投棄防止対策強化月間 廃棄物・リサイクル対策課

1日～7日 水道週間 生活衛生課

【４月～６月】

５９



令和６年度 年間行事予定

月 期 間 週 間・月 間 等 所 管

７

１日～8/30 夏期食品一斉監視指導期間 生活衛生課

21日～8/20 自然に親しむ運動 自然保護課

８ ― 食品衛生月間 生活衛生課

９

１日～10/31 動物の飼い方マナーアップ強化期間 生活衛生課

１日～10/31 産業廃棄物適正処理推進期間 廃棄物・リサイクル対策課

20日～26日 動物愛護週間 生活衛生課

21日～30日 秋の全国交通安全運動 県民生活課

【７月～９月】

６０



令和６年度 年間行事予定

月 期 間 週 間・月 間 等 所 管

１０

1日～11/30 県民活動促進期間 県民生活課

― 男女共同参画推進月間 男女共同参画課

― 循環型社会形成推進月間 廃棄物・リサイクル対策課

― ３R推進月間 廃棄物・リサイクル対策課

― 食品ロス削減月間 廃棄物・リサイクル対策課

― 自然歩道を歩こう月間 自然保護課

11日～20日 犯罪のない安全で安心なまちづくり推進期間 県民生活課

【１０月】

６１



令和６年度 年間行事予定

月 期 間 週 間・月 間 等 所 管

１１

9日～15日 高齢者の交通事故防止県民運動 県民生活課

11日～17日 同和問題啓発週間 人権対策室

12日～25日 「女性に対する暴力をなくす運動」期間 男女共同参画課

25日～12/1 犯罪被害理解促進期間 県民生活課

１２

― 人権啓発推進月間 人権対策室

２日～27日 食品、添加物等の年末一斉監視指導期間 生活衛生課

4日～10日 人権週間 人権対策室

10日 人権デー 人権対策室

10日～1/3 年末年始の交通安全県民運動 県民生活課

２ ― 省エネルギー月間 環境政策課

３ 9日～15日 高齢者の交通事故防止県民運動 県民生活課

【１１月～３月】

６２



生活に関する県の相談窓口
【県民活動に関する相談】

やまぐち県民活動支援センター ０８３－９３４－４６６６
受付時間 火～金曜日 ９：００～２１：００（祝日・年末年始を除く）

土・日曜日 ９：００～１７：００（祝日・年末年始を除く）

【消費生活に関する相談】
山口県消費生活センター ０８３－９２４－０９９９

受付時間 月～金曜日 ８：３０～１７：００（祝日・年末年始を除く）

【犯罪被害に関する相談】
犯罪被害の総合的対応窓口（県民生活課） ０８３－９３３－２６１９

受付時間 月～金曜日 ８：３０～１７：１５（祝日・年末年始を除く）

【交通事故に関する相談】
山口県交通事故相談所（県民生活課） ０８３－９３３－２６２３

受付時間 月・火・木・金曜日 ９：００～１７：００（祝日・年末年始を除く）

【人権に関する相談】
山口県人権対策室 ０８３－９３３－２８１０

受付時間 月～金曜日 ８：３０～１７：１５（祝日・年末年始を除く）

６３



生活に関する県の相談窓口
【配偶者等からの暴力に関する相談】

山口県男女共同参画相談センター（配偶者暴力相談支援センター）
相談専用 ０８３－９０１－１１２２
緊急用（ＤＶホットライン） ０１２０－２３８-１２２

受付時間 月～金曜日 ８：３０～２２：００（祝日・年末年始を除く）
土・日曜日 ９：００～１８：００（祝日・年末年始を除く）

６４

【性暴力被害に関する相談】
やまぐち性暴力相談ダイヤル あさがお ０８３－９０２－０８８９

受付時間 ２４時間受付

【食に関する相談】
食の安心ダイヤル（生活衛生課） ０８３－９３３－３０００
下関市立下関保健所生活衛生課 ０８３－２３１－１９３６

受付時間 月～金曜日 ８：３０～１７：１５（祝日・年末年始を除く）

【動物の飼い方等に関する相談】
山口県動物愛護センター ０８３－９７３－８３１５

受付時間 月～金曜日 ８：３０～１７：１５（祝日・年末年始を除く）

や さ し く あ い ご



生活に関する県の相談窓口
【廃棄物の不法投棄等に関する相談】

不法投棄ホットライン ０１２０－５３８－７１０
（廃棄物・リサイクル対策課、各健康福祉センター）

受付時間 ２４時間受付

ご み は な い わ

【生物多様性に関する相談】 ※令和６年３月中旬開所予定

山口県地域連携保全活動支援センター（自然保護課） ０８３－９３３－３０５０
受付時間 月～金曜日 ８：３０～１７：１５（祝日・年末年始を除く）

６５



環境生活部連絡先
【県民生活課（県庁本館棟２階）】

総務企画班 ９３３－２６０１
県民活動推進班 ９３３－２６１４

ＦＡＸ ９３３－２６２９
地域安心・安全推進班 ９３３－２６１９

ＦＡＸ ９３３－４１６９

【消費生活センター（県庁厚生棟２階）】
消費者政策班 ９３３－２６０８
消費者教育・相談班 ９２４－２４２１

ＦＡＸ ９２３－３４０７

【人権対策室（県庁本館棟５階）】
９３３－２８１０

ＦＡＸ ９３３－２８１９

【男女共同参画課（県庁本館棟１階）】
９３３－２６３０

ＦＡＸ ９３３－２６３９

【環境政策課（県庁本館棟２階）】
環境企画班 ９３３－３０３０
地球温暖化対策班 ９３３－２６９０
大気・化学物質環境班 ９３３－３０３４
水環境班 ９３３－３０３８
環境アセスメント班 ９３３－２９３３

ＦＡＸ ９３３－３０４９

６６



環境生活部連絡先
【生活衛生課（県庁本館棟２階）】

指導班 ９３３－２９７０
水道班 ９３３－２９７８
食の安心･安全推進班 ９３３－２９７４
乳肉衛生･動物愛護班 ９３３－２８７１

ＦＡＸ ９３３－３０７９

【廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ対策課(県庁本館棟２階)】
広域指導班 ９３３－２９８３
産業廃棄物指導班９３３－２９８８
適正処理推進班 ９３３－２９９８
ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ推進班 ９３３－２９９２

ＦＡＸ ９３３－２９９９

６７

【自然保護課（県庁本館棟２階）】
自然・野生生物保護班 ９３３－３０５０
自然共生推進班 ９３３－３０６０
ＦＡＸ ９３３－３０６９

《環境政策課：エコっちゃ》

環境生活部関連のキャラクター紹介

《自然保護課（ Ⓒ環境省）：生物多様性の
ための30by30アライアンスのロゴマーク》

《男女共同参画課：
レインボーフラッグちょるる》 《県民生活課：188(いやや)マン》


